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されました。また, 線路を高架橋から地上に降ろす難易度
の高い線路切換工事や分岐器の挿入工事など, 当時とし
ては他に類のない工事となりました。しかし, 長期的かつ
綿密な計画の下で様々な技術的課題を克服し, 営業列車
を遅延・運休させることなく実現しました。

2.10　次の50年に向けて
　東海道新幹線の土木構造物は, 建設から50年以上経っ
ていますが, 日々の検査や補修などにより健全な状態を維
持しています。しかし, 将来のいずれかの時点において大幅
な設備の更新が必要となることを考慮し, 予防保全の観点
から「大規模改修工事」を進め, 延命化を図っています。
　大規模改修工事の具体的な工法は, 愛知県小牧市にあ
る当社の自社研究施設を中心に長年にわたって研究開発
を続けた結果, その成果として確立したものです。鋼橋, コ
ンクリート橋, トンネルなどの各種設備に対して, 変状の発
生を抑止する対策や抜本的な対策である全般的改修など
を計画し, 適宜施工しています。

2.11　おわりに
　東海道新幹線の50年の軌跡は, 日本の高度経済成長
以降の50年の歴史と重なります。ここにご紹介したこと以
外も含めて様々なことがありましたが, そのたびに, 新幹
線は時代の要請やお客様のニーズ, 新しい技術などを採り
入れて進化を続けてきました。
　今後も日本の大動脈として, 安全で安定した輸送を継
続していけるよう, 弛まぬ努力を続けていきます。
　また, リニア・鉄道館では東海道新幹線を中心とした高
速鉄道に関する展示を今後も充実させていきますので, 是
非一度お越し下さい。

参考文献

1）東海道新幹線50年　須田 寛　交通新聞社　2014

2）東海道新幹線50年の軌跡　～誕生, 進化そして未来へ～

リニア・鉄道館　2014

3）東海道新幹線保線物語　深澤 義朗　山海堂　2006

写真提供

久保 敏, 星 晃

82 83

優秀賞・奨励賞



図-1　電気探査およびボーリング配置平面図

図-2　深部までデータ取得するための工夫

図-3　E-1測線調査結果

れ, さらに大きな電流電位が生じ, 結果として比抵抗値が
より小さく変化する。これを分布図として表わすことで, 断
面分布上で地中水の被圧流動の大きさが比抵抗変化率の
大きさとして取り出すことができる。

3.調査結果
　例として, E-1測線における調査結果を図-3に示す。ま
た, 図には電気探査結果を踏まえて実施した調査ボーリン
グ（No.25-1；L=40m, ∠50°斜め下方）結果および既存
ボーリング結果を合わせて示す。
　電気探査による比抵抗分布とボーリング結果による地
質区分は良い対応を示し, 比抵抗コンターが水平に近い
箇所が埋土層, 垂直に近い箇所が岩盤にそれぞれ対応し
た。また, 埋土中の玉状～層状高比抵抗部は玉石層, レン
ズ状をなす低比抵抗部が粘性土層にそれぞれ対応した。
　測点No.18～22付近に不明瞭であるが比抵抗コンター
の屈曲部が分布するが, これをF-0断層と想定した。ボーリ
ングを実施した結果, 粘土～砂～礫状を呈する2条の断層
破砕帯を確認した。
　比抵抗差分法の結果, GL-10m（HL+27m）以浅の埋
土中に玉状の地下水流動部が複数認められた。ボーリン
グ結果と比較すると, 粘性土層上面を中心に分布すること
が分かった。既設水位観測孔による地下水位はGL-15m
（HL+22m）付近に確認されているため, これらは地下水
位より上位に分布するものと考えられる。左岸側で実施し
たE-1・E-2測線の比抵抗変化率分布が大きい箇所を比較
した結果, 両測線で対比可能であったことから, これらは
水みちをなしている可能性が高いと考えられる。
　また, 調査ボーリングの結果, 埋土層は非常に不均質で
あり, 礫間の細粒分が流失し, 緩んだ箇所が随所で認めら
れたほか, 比抵抗差分法による比抵抗変化率が大きかっ
た箇所では, 含水により軟質化した粘土混じり砂礫層とし
て確認された。

4.減勢工の変状原因
　調査の結果, 減勢工の変状原因として, ①不均質な埋土
層において緩みや空隙等の存在により土粒子間のせん断
強度が低下し, 埋土層が不安定化したこと, ②地下水およ
び水みちにより土層に間隙水圧が作用することで, 減勢工
で最も応力が集中しやすい隅角部に大きな変状を発生し
たこと, が主な要因であると考えられる。

5.今後の展望
　本論文で実施した「比抵抗差分法」は, 近年, 道路トンネ
ルの地下水調査や深層崩壊地の水みち調査等に利用され
るケースがあるが, 現時点ではオーソライズされた手法で
はない。今回の調査結果では, 特に浅層において地質構成, 
地中水の状態と非常に良い相関を示したことから, 地下
水・水みち等の調査において有効な手法であると考えられ, 
今後, 広く展開されていくことが望まれる。

　

1.はじめに
　本論文は, 完成から長期間が経過し老朽化したダムの
減勢工部において, 顕在化した変状の原因解明および対
策工のための基礎資料を得る目的で実施した地質調査事
例である。減勢工は特に左岸側で変状が大きく, コンク
リート継目で最大200mmのズレを生じていた。また, 導流
壁には隅角部を中心にクラックが分布しており, 恒常的な
湧水を生じていた。これら変状の発生原因を特定するため, 
減勢工導流壁背面において電気探査と調査ボーリングを
実施した。

2.電気探査測線の設定
　当該ダムの基盤地質は丹波層群Ⅱ型地層群に区分され, 
砂岩・頁岩が主体をなす。丹波層群中には, 水平変位量が
100mに達し, 厚い破砕帯を伴う「F-0断層」が左岸側導
流壁を横断して分布することが知られていた。また, 導流壁
の背面は埋土が施工されている。
　探査測線の設定に当たっては, 埋土層の状態及びF-0断
層の分布を把握できるような配置とした（図-1）。

　なお, 現場はV字型の谷地形に建設されたダムの直下流
にあたり, 減勢工自体も河床からの比高が約20mと非常
に起伏に富んだ地形であり, 電気探査測線を展開するの
に不利な条件であった。このため, 図-2に示すように, 縦断
測線（E-1・E-2・E-3）では測線端部を導流壁の下に設置
することで深部のデータを与え, データ欠損の補完を行っ
た。また, 横断測線（E-4）では左右岸減勢工背面に位置す
る横坑を利用することで測線の起伏を抑え, 深部まで高精
度なデータ取得ができるように工夫した。
　電気探査は電極間隔を3mとし, 水平方向の地質構造
に解像度が良いウェンナー配列と, 垂直方向の地質構造
に解像度が良いエルトラン配列の両者を併用することで, 
探査精度の向上に努めた。
　これらに加え, 減勢工の変状の一因と考えられる導流壁
背面の埋土層中の地下水の状態を把握するため, 「比抵抗
差分法」を採用した。

※比抵抗差分法：電極配置をそのままに, 1回目の測定に
対し測定電圧を変化させて2回目の測定を実施する。この
電圧変化により電流電位の発生箇所で蓄電（チャージ）さ
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図-1　経年劣化による弾性波速度構造の変化

図-2　弾性波探査の測定概要（吹付法面区間）

図-3　弾性波探査結果図

写真-1　土砂状強風化部と開口亀裂の発達する岩盤の境

図-4　推定地質断面図

5.弾性波探査結果
　背面地山の弾性波速度は最深部で約4.0km/secとなっ
ており, 等速度線の間隔は概ね3.0～5.0mとなっている。
　法面部では3.0km/sec以下の等速度線が深度4.0m
未満の間で密になっており, 表層1.0m程度の範囲には, 
0.9km/sec以下の低速度部が認められる（図-3）。

6.クラックの発生原因及び対策の要否に
　関する検討　
　現地踏査の結果, 吹付法面上方の地山表層には土砂化
した強風化岩が分布し, その下部には, 風化により岩芯ま
で軟質化した, 開口亀裂が多数発達する岩盤が分布して
いることが明らかとなった（写真-1）。
　これらの岩盤が分布している範囲では, 傾斜30°程度の

自然斜面でも崩壊している様子が認められた。このことか
ら, これらの岩盤が傾斜60～70°の法面部に分布していた
場合, 変状の原因となっている可能性があり, 将来的にも
不安定化する可能性があると考えた。
　そこで, 弾性波探査結果を利用し, 法面部におけるこれ
らの岩盤の存在の有無について検討することとした。
　現地踏査結果によると, 土砂状強風化部の厚さは, 吹付
法面上方の斜面表層で1.0m程度となっている。一方弾性

波探査結果では, 表層1.0m程度の範囲に対応する速度
は, 0.5km/sec以下であるため, 0.5km/sec以下の範囲
を土砂状強風化部とした。
　土砂状強風化部の下部に分布している緩みの進んだ強風
化岩の厚さは, 既往の崩壊深および現地の露出状況から, 
厚さは1.0～3.0m程度と推定し, 弾性波探査結果で同程度
の深度及び厚さに相当する0.5～0.7km/secの範囲を, 緩
みの進んだ強風化岩部とした。なお, 0.7km/sec以上の範
囲については, 現地状況から安定な岩盤と推定した。
　上記の推定に基づくと, 法面部では土砂状強風化部と
想定される0.5km/sec以下の範囲は認められないものの, 
緩みの進んだ強風化岩部と想定される0.5～0.7km/sec
の範囲は深度1.0m程度まで認められる（図-4）。
　以上から, 吹付法面に生じている変状は, 吹付面自体の
劣化に加え, 背面地山の劣化に起因している可能性があ
るため将来的にも不安定化が進むと判断し, 補強等の安
定化対策が必要と判定した。

7.おわりに
　本報文では, 老朽化した吹付法面の健全度調査に弾性
波探査を適用した事例を紹介した。
　弾性波探査は背面地山の劣化の有無や, その範囲を推
定することが出来るため, 老朽化した法面の健全度調査に
おいても有用な手法の一つである。
　中部地域は, 他の地域に比べると急峻な斜面が多くみら
れる地域であるといえ, 海岸沿いの斜面に限らず, これま
でに多数の吹付法面が整備されている。これらの多くが今
後更新期を迎えることから, 弾性波探査による吹付法面の
健全度調査も今後増加するものと考える。
　私は, 今回の調査で得た経験を活かし, 一人の技術者と
して安全, 安心な社会の構築に貢献していけるよう努めて
いきたい。
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1.はじめに
　昭和30年代後半から整備されてきたコンクリートやモ
ルタル吹付法面は, 建設後40年以上が経過しており, その
多くで老朽化が進行している。また, 老朽化に伴う法面の
崩壊事故が発生した事例もあり, 南海トラフによる地震も
切迫している昨今では, 法面の健全度を評価するための調
査が積極的に実施されている。
　老朽化した吹付法面の健全度調査としては, 熱赤外線
映像法やハンマー打診法, 調査ボーリング, 弾性波探査等
の手法が挙げられる。これらの中でも弾性波探査は, 現地
踏査や他の調査結果と組み合わせることにより, 簡便かつ
面的に背面地山の状況を推定することができるため, 有効
な調査手法の一つといえる1）。
　本報文では, 老朽化した吹付法面の健全度調査におけ
る, 弾性波探査の適用事例について報告する。

2.調査地の概況
　調査地周辺の地形は, 比高差200m程の急峻な山地と
海岸沿いの狭隘な低地に大別され, 宅地の多くは, 海岸沿
いの低地に密集している。このため, 宅地の背面では多くの
箇所に, 吹付によって保護された法面が整備されている。
　地質は, 白亜紀後期の四万十帯からなり, 成層した砂岩
泥岩互層で構成される。地表に露出する岩盤の多くは, 土
砂状～網目状に割れ目が発達し, 風化により岩芯まで軟
質化している。
　調査の対象とした吹付法面は, 昭和50年代に整備され
た法面であり, 多数のヘアークラックが認められる他, 一
部では吹付のはらみ出しも生じている。

3.調査手法の検討
　調査は, クラックやはらみ出しの原因および対策の要否
を判定する目的で実施した。
　クラックの原因としては, 主に吹付自体の劣化と法面背
面の地山の劣化に起因する変状が考えられる。そのため, 
吹付自体の劣化についてはハンマー打診法および目視観
察による法面調査を実施した。
　法面背面の地山に対しては, 弾性波探査を実施すること
とした。法面の掘削によって地山の劣化が生じると, 地山
の速度構造は掘削前の状況から変化し, 法面に沿って低
速度部が垂れ下がるような構造になることが多い（図-1）。

そのため, 掘削によって地山の劣化が生じている場合, 吹
付法面縦断方向の弾性波速度構造を把握することで, 地
山の劣化の有無を推定することができる。
　そこで, 法面背面の地山状況については弾性波探査と
現地踏査を併用した調査を行うこととした。

4.弾性波探査の概要
　弾性波の起振には, 一般に火薬を使うことが多いが, 調
査対象の吹付法面直下には民家が近接しているため, 振
動や騒音による影響の少ないカケヤによる起振を行った。
地震計は, 表層地盤の詳細な速度層の把握が重要である
ため, 吹付法面上では1.0～2.0mの間隔で設置し, その
上方斜面では2.5～5.0mの間隔とした。なお, 吹付区間の
測定に当たっては, 吹付の影響を排除するため, 吹付に径
3cm, 深さ20cm（吹付厚+10cm程度）の孔を穿孔し, 地
山内に地震計を挿入することで対応した（図-2）。

弾性波探査による
老朽化した吹付法面の調査事例

応用地質株式会社　○鈴木　和也　/　応用地質株式会社　　青木　龍一郎

86 87

中部ミニフォーラム中部ミニフォーラム

奨励賞



図-1　経年劣化による弾性波速度構造の変化

図-2　弾性波探査の測定概要（吹付法面区間）

図-3　弾性波探査結果図

写真-1　土砂状強風化部と開口亀裂の発達する岩盤の境

図-4　推定地質断面図

5.弾性波探査結果
　背面地山の弾性波速度は最深部で約4.0km/secとなっ
ており, 等速度線の間隔は概ね3.0～5.0mとなっている。
　法面部では3.0km/sec以下の等速度線が深度4.0m
未満の間で密になっており, 表層1.0m程度の範囲には, 
0.9km/sec以下の低速度部が認められる（図-3）。

6.クラックの発生原因及び対策の要否に
　関する検討　
　現地踏査の結果, 吹付法面上方の地山表層には土砂化
した強風化岩が分布し, その下部には, 風化により岩芯ま
で軟質化した, 開口亀裂が多数発達する岩盤が分布して
いることが明らかとなった（写真-1）。
　これらの岩盤が分布している範囲では, 傾斜30°程度の

自然斜面でも崩壊している様子が認められた。このことか
ら, これらの岩盤が傾斜60～70°の法面部に分布していた
場合, 変状の原因となっている可能性があり, 将来的にも
不安定化する可能性があると考えた。
　そこで, 弾性波探査結果を利用し, 法面部におけるこれ
らの岩盤の存在の有無について検討することとした。
　現地踏査結果によると, 土砂状強風化部の厚さは, 吹付
法面上方の斜面表層で1.0m程度となっている。一方弾性

波探査結果では, 表層1.0m程度の範囲に対応する速度
は, 0.5km/sec以下であるため, 0.5km/sec以下の範囲
を土砂状強風化部とした。
　土砂状強風化部の下部に分布している緩みの進んだ強風
化岩の厚さは, 既往の崩壊深および現地の露出状況から, 
厚さは1.0～3.0m程度と推定し, 弾性波探査結果で同程度
の深度及び厚さに相当する0.5～0.7km/secの範囲を, 緩
みの進んだ強風化岩部とした。なお, 0.7km/sec以上の範
囲については, 現地状況から安定な岩盤と推定した。
　上記の推定に基づくと, 法面部では土砂状強風化部と
想定される0.5km/sec以下の範囲は認められないものの, 
緩みの進んだ強風化岩部と想定される0.5～0.7km/sec
の範囲は深度1.0m程度まで認められる（図-4）。
　以上から, 吹付法面に生じている変状は, 吹付面自体の
劣化に加え, 背面地山の劣化に起因している可能性があ
るため将来的にも不安定化が進むと判断し, 補強等の安
定化対策が必要と判定した。

7.おわりに
　本報文では, 老朽化した吹付法面の健全度調査に弾性
波探査を適用した事例を紹介した。
　弾性波探査は背面地山の劣化の有無や, その範囲を推
定することが出来るため, 老朽化した法面の健全度調査に
おいても有用な手法の一つである。
　中部地域は, 他の地域に比べると急峻な斜面が多くみら
れる地域であるといえ, 海岸沿いの斜面に限らず, これま
でに多数の吹付法面が整備されている。これらの多くが今
後更新期を迎えることから, 弾性波探査による吹付法面の
健全度調査も今後増加するものと考える。
　私は, 今回の調査で得た経験を活かし, 一人の技術者と
して安全, 安心な社会の構築に貢献していけるよう努めて
いきたい。
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